
中部圏の景況感の現状（７～９月期）と見通し（１～３月期まで）
〔今回のポイント〕
  中部圏の景況判断

〔調査の概要〕
　◎調査時期　：　2026年７月23日～８月20日
　◎対　　　象　：　法人会員710社（中部５県：愛知・岐阜・三重・静岡・長野）
　◎回　　　答　：　187社　　（回答率：26.3％）
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（暦年四半期）

〈概要〉

7～9期の中部圏の景況判断(「良い」－「悪い」社数構成比)は、産業総計で18.1P（前回比+6.4P）となり前回予測を上回った。

景況判断の先行きについては、10-12 月期にかけて概ね横ばいで推移する見通し。

景気先行きの懸念材料・期待材料については、「中東情勢悪化の長期化」や、それに伴う「資源原材料の価格変動」を懸念する

企業が多い。一方、期待材料については、「海外の政情安定」との割合が最も高く、中東情勢を中心とした海外の政情の動向に関

心を寄せている企業が多い。

業績判断(「良い」－「悪い」社数構成比)は、産業総計で28.3Pと、前回比+1.3P改善した。業種別では、製造業は同+14.8P改善

した一方、非製造業は同▲7.8P悪化した。今後は、産業総計、製造業、非製造業ともに、わずかに悪化する傾向で推移する見通し。

雇用判断(「不足」－「過剰」社数構成比)は産業総計で概ね横ばい推移となり、依然として人手不足感が強い。

仕入価格判断（「上昇」－「下落」社数構成比）はほぼ横ばいとなり、高水準で推移している。販売価格判断（「上昇」－「下

落」社数構成比）についてもほぼ横ばいとなった。

2026年度下期の業績予想の前提とする原油価格について、価格を引き上げる企業が増加し、約半数が1バレル=$95以上を前

提とするとの回答となった。

(予測)

〈注目点〉

①7～9月期の景況判断（「良い」－「悪い」）は、産業総計で2期ぶりに改善し、前回予測から上振れた。特に、

製造業は、電気機械や輸送機械を中心に大幅に改善し、中東情勢が緊迫化する以前の本年１～３月期を

上回る水準となった。

②一方、中東情勢の混乱や原油・ナフサの値上がり・調達難が企業業績に影響を与えていると回答した企

業の割合は、製造業で約７割にのぼり、前回調査を上回っている。特に、塗料やシンナー、プラスチック・樹

脂部品、建設資材などで不足感があるとの回答が多く、６割近くの企業は、原材料や燃料などの供給が安

定するまでに、半年から１年程度を要すると見込んでいる。

③先行きは、中東情勢悪化の長期化や資源原材料の価格変動などが懸念材料となっており、来年1～3月

期にかけて、製造業、非製造業の景況判断は概ね横ばいに推移する見通し。

④危機管理投資・成長投資に向けた17の戦略分野について、中部圏では、「AI・半導体」「デジタル・サイ

バーセキュリティ」「資源・エネルギー安全保障・GX」への関心が特に高くなっている。国内投資については、

「拡大を検討または実施中」との回答が４割弱を占める一方、「国内投資は既存設備の更新補修が中心で、

国内投資の拡大は検討していない」との回答も４割弱みられ、人手不足や建設費の高騰を国内投資拡大に

向けた課題として挙げる声が多く寄せられている。



中部圏の景況感

(1)中部圏の景況判断（産業総計） 〔現況判断・見通し ： 「良い」－「悪い」 〕

【最近の動き】

【景況判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[6月]  １ :悪い  ２ :さほど良くない  ３ :良い D.I.(良い‐悪い）

5.9% 76.6% 17.6% 11.7

[今回]  １ :悪い  ２ :さほど良くない  ３ :良い D.I.(良い‐悪い）

2.2% 77.5% 20.3% 18.1

▶　今後は概ね横ばいにて推移する見通し。

[現状]

[今後]

▶　中部圏の景況判断は、前回調査の11.7Pから+6.4P上昇し18.1Pとなり、2期ぶりに
　　改善した。
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（製造業）

（非製造業）

（建設業）

▶　製造業の景況判断は、4-6月期の1.7Pから、7-9月期は17.7Pと、+16.0P改善した。
▶　非製造業の景況判断は、4-6月期の17.4Pから、7-9月期は18.5Pと、+1.1P改善した。
▶　今後の見通しについては、製造業・非製造業とも概ね横ばいにて推移する見込み。
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(2)業績判断 〔現況判断 ： 「良い」－「悪い」 〕

　

（　）は前回差

【業績判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[6月]  １ :悪い  ２ :さほど良くない  ３ :良い D.I.(良い‐悪い）

3.8% 65.4% 30.8% 27.0

[今回]  １ :悪い  ２ :さほど良くない  ３ :良い D.I.(良い‐悪い）

1.1% 69.4% 29.4% 28.3

+ 1.3P

▶　業績判断は、産業総計で前回比+1.3P改善した。
▶　業種別では、製造業は前回比+14.8P改善した一方、非製造業は同▲7.8P悪化した。
▶　今後は、産業総計、製造業、非製造業ともにわずかに悪化する傾向で推移する見通し。
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(3)設備投資計画判断 〔現況判断（３ヵ月前と比較して） ： 「積増し」－「縮小・繰り延べ」 〕

【最近の動き】

  

【設備投資計画判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[6月] １ :縮小・繰延べ  ２ :変わらず ３ :積増し

3.4% 92.6% 4.0%

[今回] １ :縮小・繰延べ  ２ :変わらず ３ :積増し

2.9% 93.1% 4.0%

D.I.(積増し-縮小・繰延べ)

0.6
D.I.(積増し-縮小・繰延べ)

▶　設備投資計画判断は、産業総計ではほぼ横ばいとなった。
▶　業種別では、製造業は前回比+6.6P上昇した一方、非製造業は同▲3.9P下落した。

+ 0.5P

1.1

-80

-60

-40

-20

0

20

00

ⅠⅢ

01

ⅠⅢ

02

ⅠⅢ

03

ⅠⅢ

04

ⅠⅢ

05

ⅠⅢ

06

ⅠⅢ

07

ⅠⅢ

08

ⅠⅢ

09

ⅠⅢ

10

ⅠⅢ

11

ⅠⅢ

12

ⅠⅢ

13

ⅠⅢ

14

ⅠⅢ

15

ⅠⅢ

16

ⅠⅢ

17

ⅠⅢ

18

ⅠⅢ

19

ⅠⅢ

20

ⅠⅢ

21

ⅠⅢ

22

ⅠⅢ

23

ⅠⅢ

24

ⅠⅢ

25

ⅠⅢ

26

ⅠⅢ

産業総計 製造業

非製造業 建設業

総+1.1(+0.5P)

製+6.6(+6.6P)

非▲ 2.0(▲3.9P)

建±0.0(+7.1P)

-25

-15

-5

5

15

Ⅲ Ⅳ

25

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

26

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

産業総計 製造業

非製造業 建設業

（ ）は前回差

- 4 -



(4)機械設備水準判断（製造業） 〔現況判断・見通し ： 「不足」－「過剰」 〕

【最近の動き】

【機械設備水準判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[6月] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 D.I.(不足‐過剰）

7.0% 84.2% 8.8% 1.8

[今回] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 D.I.(不足‐過剰）

3.2% 87.1% 9.7% 6.5

▶　機械設備水準判断は、前回比+4.7P上昇した。
▶　来期以降はわずかに上昇した後、横ばいにて推移する見通し。
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(5)雇用判断 〔現況判断 ： 「不足」－「過剰」 〕

【最近の動き】

【雇用判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

産業総計 [6月] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

1.1% 53.8% 45.1%

[今回] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

0.0% 55.6% 44.4%

製造業 [6月] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

3.6% 63.2% 36.1%

[今回] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

0.0% 68.9% 31.1%

非製造業 [6月] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

0.0% 49.6% 50.4%

[今回] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

0.0% 47.7% 52.3%

建設業 [6月] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

0.0% 57.1% 42.9%

[今回] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

0.0% 58.3% 41.7%

▶　人手不足感は産業総計で「不足」および「過剰」との回答がわずかに減少する一方、
　　「適正」との回答がわずかに増加した。
▶　過去の水準と比較すると、依然として人手不足感は高い水準にある。
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(6)仕入価格判断 〔現況判断 ： 「上昇」－「下落」 〕

【仕入価格判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[6月]  １ :上昇 　  ２ :変化なし 　　　３ :下落 Ｄ.Ｉ. (上昇-下落)

88.3% 11.1% 0.6% 87.7

[今回]  １ :上昇 　  ２ :変化なし 　　　３ :下落 Ｄ.Ｉ. (上昇-下落)

87.1% 12.9% 0.0% 87.1

(7)販売価格判断 〔現況判断 ： 「上昇」－「下落」 〕

【販売価格判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[6月]  １ :上昇 　  ２ :変化なし 　　　３ :下落 Ｄ.Ｉ. (上昇-下落)

53.2% 46.2% 0.6% 52.6

[今回]  １ :上昇 　  ２ :変化なし 　　　３ :下落 Ｄ.Ｉ. (上昇-下落)

54.8% 43.5% 1.8% 53.0
+ 0.4P

▶　仕入価格判断は、産業総計でほぼ横ばいとなった。業種別では、製造業は
　　前回比+10.1Pと上昇した一方、非製造業で同▲3.3P下落した。
▶　販売価格判断は、産業総計でほぼ横ばいとなった。業種別では、製造業は同+5.0P
　　上昇し、非製造業はほぼ横ばいとなった。
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40

50

60

70

80

90

100

110

120

Ⅲ Ⅳ

24

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

25

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

26

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

産業総計 製造業

非製造業 建設業

（ ）は前回差

（ ）は前回差

総+53.0（+0.4P）

製+55.0（+5.0P）

非+53.6（+0.1P）

建+36.4（▲20.7P）

0

10

20

30

40

50

60

70

Ⅲ Ⅳ

24

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

25

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

26

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

産業総計 製造業

非製造業 建設業
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(8)資金繰り判断 〔現況判断 ： 「良い」－「悪い」 〕

【資金繰り判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】
[6月]  １ :悪い  ２ :さほど悪くない  ３ :良い D.I.(良い‐悪い）

2.8% 69.9% 27.3% 24.5

[今回]  １ :悪い  ２ :さほど悪くない  ３ :良い D.I.(良い‐悪い）

1.1% 68.2% 30.7% 29.6

▶　産業総計は前回比+5.1P改善した。業種別では、製造業で同+10.2P改善した。
▶　今後については、産業総計で概ね横ばいにて推移する見通し。

+ 5.1P

製+26.3（+10.2P）

非+31.7（+3.6P）

建+27.3（▲3.5P）

総+29.6（+5.1P）

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

Ⅲ Ⅳ

24

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

25

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

26

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

27

Ⅰ

産業総計 製造業

非製造業 建設業

（予測）

（ ）は前回差

-75

-50

-25

0

25

50

75

100

ⅡⅢⅣ

10

ⅠⅡⅢⅣ

11

ⅠⅡⅢⅣ

12

ⅠⅡⅢⅣ

13

ⅠⅡⅢⅣ

14

ⅠⅡⅢⅣ

15

ⅠⅡⅢⅣ

16

ⅠⅡⅢⅣ

17

ⅠⅡⅢⅣ

18

ⅠⅡⅢⅣ

19

ⅠⅡⅢⅣ

20

ⅠⅡⅢⅣ

21

ⅠⅡⅢⅣ

22

ⅠⅡⅢⅣ

23

ⅠⅡⅢⅣ

24

ⅠⅡⅢⅣ

25

ⅠⅡⅢⅣ

26

ⅠⅡⅢⅣ

27

Ⅰ

産業総計 製造業

非製造業 建設業
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日本経済の現状認識と経済政策について

１．日本経済の現状認識について
(1)景気の現状について

(2)2026年度の実質経済成長率（ＧＤＰ）見通しについて

(3)2026年度末の物価見通しについて

▶　物価見通しは概ね前回調査と同水準の結果となった。「+1%～+3%」を予想する企業が、
　　全体の7割超を占める。

▶　「緩やかに後退」「後退」がわずかに減少し、「緩やかに拡大」がわずかに増加した。

▶　「0％未満」の回答が減少し、「0～1%」「1～2％」が増加した。「0～1％」との回答が過半数を
　　占め、最も多くなっている。

緩やかに拡大

32%

緩やかに拡大

35%

概ね横ばい

51%

概ね横ばい

51%

緩やかに後退

13%

緩やかに後退

11%

後退

4%

後退

3%

６月

今回

拡大 緩やかに拡大 概ね横ばい 緩やかに後退 後退 大きく後退

2%

2%

2%

2%

-1～0％

9%

-1～0％

3%

0～1％

50%

0～1％

54%

1～2％

31%

1～2％

33%

2～3％

6%

2～3％

5%

1%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

６月

今回

-2％未満 -2～-1％ -1～0％ 0～1％ 1～2％ 2～3％ 3～4％ 4％以上

ﾌｫｰｶｽ①

2%

13%

36%

37%

9%

2%

1%

2%

2%

9%

42%

33%

8%

2%

3%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

＋4%以上

＋3～＋4%未満

＋2～＋3%未満

＋1～＋2%未満

0～＋1%未満

－1～0%未満

－2～－1%未満

－2%未満

６月

今回
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２．景気先行きの懸念材料・期待材料について
(1)景気先行きの懸念材料　（上位10項目） （複数回答）

(2)景気先行きの期待材料　（上位10項目）
（複数回答）

▶　前回調査に引き続き「海外の政情安定」が1位となった。
▶　以下、「資源原材料価格の安定」「物価と賃金の好循環」が同水準で続く。

▶　前回調査に引き続き「中東情勢悪化の長期化」が1位となった。
▶　以下、前回調査と同じく「資源原材料の価格変動」「米国経済の先行き」と続く。
▶　4位には、前回8位であった「急激な為替変動」がランクインした。

76%

57%

52%

35%

43%

41%

30%

38%

29%

37%

76%

61%

46%

46%

43%

41%

39%

32%

30%

29%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中東情勢悪化の長期化

資源原材料の価格変動

米国経済の先行き

急激な為替変動

海外の政情不安

中国経済の先行き

雇用の確保難

部品や資材の調達難

人口減少･少子高齢化

トランプ政権の政策運営

６月

今回

46%

35%

37%

28%

30%

29%

25%

28%

21%

19%

45%

41%

37%

35%

33%

30%

30%

27%

23%

23%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

海外の政情安定

資源原材料価格の安定

物価と賃金の好循環

為替の安定

個人消費の回復

雇用者所得の増加

経済対策の効果発揮

米国景気の回復

設備投資の回復

デジタル社会の推進

６月

今回
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為替レートについて

(1)2026年度下期の業績予想の前提　対ドル・円レート〔銀行間直物〕

(2)為替レートの妥当な水準　対ドル・円レート

(3)業績予想の前提レートと妥当な水準の推移

▶　産業総計では、「150円～155円」「155～160円」を妥当な水準とする回答が増加した。
▶　業種別でみると、製造業の方が非製造業に比べ、円安方向を妥当な水準とする回答の
　　割合が多い。

（注）数値は単純平均値、ギャップ( )は「前提レート」－「妥当な水準」の値

▶　「155円未満」を前提とする割合が減少し、「155円以上」を前提とする割合が増加した。
▶　「155円～165円」を前提とする割合が過半数となり、全体的に足元の実勢レートに近い水準を
　　前提とする企業が多い。

▶　「業績予想の前提レート」「妥当な水準」ともに円安方向に推移したが、ギャップはわずかに
　　拡大した。

ﾌｫｰｶｽ②

2%

1%

3%

1%

145円～150円

18%

6%

150円～155円

38%

150円～155円

24%

155円～160円

38%

155円～160円

40%

1%

160円～165円

26%
2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

６月

今回

130円未満 130～135円 135～140円 140～145円 145～150円

150～155円 155～160円 160～165円 165～170円 170円以上

2%

2%

2%

3%

120円～125円

11%

120円～125円

4%

2%

120円～125円

7%

125円～130円

8%

125円～130円

10%

125円～130円

10%

125円～130円

9%

130円～135円

9%

130円～135円

4%

2%

130円～135円

7%

135円～140円

9%

135円～140円

8%

135円～140円

12%

135円～140円

5%

140円～145円

22%

140円～145円

20%

140円～145円

12%

140円～145円

25%

145円～150円

22%

145円～150円

21%

145円～150円

22%

145円～150円

20%

150円～155円

12%

150円～155円

21%

150円～155円

27%

150円～155円

16%

3%

155円～

160円

8%

155円～160円

10%

155円～160円

8%

1%

1%

2%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

６月

今回

製造業

（今回）

非製造業

（今回）

115円未満 120円未満 120～125円 125～130円 130～135円 135～140円
140～145円 145～150円 150～155円 155～160円 160円以上

131.1 131.4 
136.3 

141.8 142.3 
146.3 

149.1 
145.9 

149.8 

144.4 144.6 
147.1 

150.5 153.0 
156.7 

120.9
122.4 124.2 125.1

129.6 131.2 134.2 134.3 
137.7 136.6 137.0 138.0 140.7 140.1

143.5

100.0

110.0

120.0

130.0

140.0

150.0

160.0

23

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

24

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

25

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

26

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

前提レート

妥当な水準

（円）

（+12.7） （+15.1） （+14.9） （+11.6）
（+12.1）

（+10.2）
（+9.0） （+12.1）

（+7.8） （+7.6） （+9.1） （+9.8） （+12.9） （+13.2）

(+16.7)
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輸出の増減について

(1)貴社の輸出の増減について（輸出を行う企業のみを対象） (回答社数)

(2)地域別輸出の増減 (回答社数)

」 原油価格について

(1)2026年度下期の業績予想の前提　原油価格〔通関（ＣＩＦ）〕

　　 （参考）単純平均値　今回：＄９８．７　　前回：＄８６．６

45 社

59 社

68 社

64 社

▶　業績予想の前提とする原油価格を引き上げる回答が増加した。
▶　全体では、「$95以上」を前提とする企業が約半数を占める。

▶　米国への輸出は、「増加」の回答が前回比+13P増加した。
▶　中国への輸出は、「増加」の回答が同+13P増加した。

53 社

53 社

▶　「減少」の回答が減少し、「増加」の回答が増加した。

増加 18%

増加 28%

横ばい 66%

横ばい 63%

減少 16%

減少 9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

６月

今回

増加 横ばい 減少

増加 36%

(23%)

増加 18%

(16%)

増加 24%

(14%)

増加 19%

（6%）

横ばい 55%

(63%)

横ばい 71%

(68%)

横ばい 66%

(66%)

横ばい 49%

(57%)

減少 9%

(15%)

減少 11%

(16%)

減少 10%

(21%)

減少 32%

(37%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

米国

ＥＵ

アジア

(中国除く)

中国

増加 横ばい 減少 （ ）は前回調査

ﾌｫｰｶｽ③

ﾌｫｰｶｽ④

1%

2% $60～70

18%

$70～80

33%

$80～90

17%

$90～100

18%

$100～110

8% 3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

６月

$40未満 $40～50 $50～60 $60～70 $70～80 $80～90 $90～100 $100～110 $110以上

2%

$65～75

7%

$75～85

22%
$85～95

21%

$95～105

22%
$105～115

22% 4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回

$45未満 $45～55 $55～65 $65～75 $75～85 $85～95 $95～105 $105～115 $115以上
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経営上の課題について

(1)経営上の課題に該当するもの(複数回答)　＜産業総計　上位10項目＞ 

【参考・前回結果】

▶　経営上の課題は、産業総計では「人材育成」が最も多く、「人手不足」、「人件費高」と
　　人材に関する項目が上位を占めた。
▶　「原材料高」「仕入品コスト高」も依然として高い順位にあり、物価高の影響が経営上の
　　課題であることがうかがえる。

ﾌｫｰｶｽ⑤

61%

53%

46%

45%

40%

40%

29%

27%

25%

25%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

人材育成

人手不足

原材料高

人件費高

仕入品コスト高

IoT、DXやAIの活用

技能者不足

コスト転嫁困難

販売数量の伸び悩み

熟練者高齢化

56%

52%

43%

42%

41%

37%

33%

28%

28%

26%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

人材育成

人手不足

原材料高

人件費高

IoT、DXやAIの活用

仕入品コスト高

技能者不足

コスト転嫁困難

部品や資材の調達困難

熟練者高齢化
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イランを巡る中東情勢の緊迫化の影響について

(１)中東情勢の緊迫化及びそれに伴う原油価格等の高騰が貴社業績へ与える影響

＜今回調査＞(180社) 【参考】前回調査：5月21日公表(184社)

　

(２)具体的に受けている影響または、今後受ける可能性があるもの(複数回答)

▶　産業総計で、「すでに大きな影響がある」が13％、「すでにある程度の影響がある」が47％を
　　占め、合計すると6割の企業がすでに影響があると回答した。
▶　前回調査と比較し、製造業で、「すでに大きな影響がある」「すでにある程度の影響がある」
　　との回答が増加した。
▶　製造業は産業総計よりも「すでに大きな影響がある」「すでにある程度の影響がある」との
　　回答が多く、影響が顕在化している状況がうかがえる。

▶　具体的な影響(今後受ける可能性があるものを含む)としては、「原材料費の値上がり」
　　「燃料費の値上がり」「原材料・商品等の欠品・調達難」との回答が多い。
▶　製造業の8割超が「原材料費の値上がり」と回答した。

12%

13%

10%

21%

36%

43%

32%

43%

38%

39%

38%

29%

1%

2%

9%

3%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

産業総計

(184社)

製造業

(60社)

非製造業

(111社)

建設業

(13社)

すでに大きな影響がある

すでにある程度の影響がある

現時点で影響がないが、長期化すれば影響が出る恐れがある

現時点、今後ともに影響は出ない見込み

現時点では判断できない

13%

18%

8%

25%

47%

56%

42%

50%

28%

24%

30%

25%

2%

3%

11%

2%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

産業総計

(180社)

製造業

(62社)

非製造業

(106社)

建設業

(12社)

すでに大きな影響がある

すでにある程度の影響がある

現時点で影響がないが、長期化すれば影響が出る恐れがある

現時点、今後ともに影響は出ない見込み

現時点では判断できない

産業総計 製造業 非製造業 建設業

原材料費の値上がり 62% 82% 48% 83%

燃料費の値上がり 51% 58% 45% 67%

電気・ガス料金の値上がり 34% 48% 25% 33%

原材料・商品等の欠品・調達難 45% 48% 40% 75%

中東地域への輸出の停止・縮小 9% 11% 7% 8%

中東地域での生産・販売の停止・縮小 5% 8% 4% 0%

中東地域への出張抑制 8% 8% 9% 0%

その他 7% 3% 10% 0%

特に影響は受けていない 5% 2% 6% 8%

ﾌｫｰｶｽ⑥
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(３)原材料・燃料・商品等の調達難による生産や販売への支障

(４)特に不足感のある原材料・燃料・商品等の物品名(複数回答)

▶　産業総計で、「かなり支障がある」「多少支障がある」との回答は4割超となった。

▶　特に不足感のある物品として、「塗料」「シンナー」「プラスチック・樹脂製品」「潤滑油」
　　「建築資材」「ナフサ」との回答が上位となった。

産業総計 製造業 非製造業 建設業

重油 4% 8% 3% 0%

軽油 5% 3% 7% 0%

灯油 1% 2% 1% 0%

ナフサ 16% 23% 13% 8%

ガソリン 7% 3% 10% 0%

潤滑油 17% 29% 12% 0%

塗料 27% 34% 21% 50%

シンナー 21% 34% 13% 33%

食品トレー 1% 2% 1% 0%

ゴミ袋・レジ袋 2% 2% 2% 0%

ゴム製品(タイヤ・ゴム手袋など) 5% 8% 4% 8%

プラスチック・樹脂製品 19% 37% 10% 8%

建設資材 17% 5% 19% 58%

医療器具・材料 1% 0% 2% 0%

繊維製品 1% 0% 2% 0%

肥料 0% 0% 0% 0%

ヘリウム 3% 6% 1% 0%

レアメタル(希少金属) 5% 12% 1% 0%

その他 7% 8% 7% 8%

産業総計 製造業 非製造業 建設業

かなり支障がある 6% 6% 5% 8%

多少支障がある 40% 35% 40% 67%

ほとんど支障はない 45% 53% 43% 17%

全く支障はない 7% 3% 10% 8%

その他 2% 2% 2% 0%
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(５)原材料・燃料・商品等の供給が安定するまでに要する時間の見込み

(６)原材料・燃料・商品等の価格高騰に対して企業として実施した(予定を含む)対応策

(複数回答)

▶　材料等の供給が安定するまでに要する時間の見込みとして、「6カ月程度」「1年程度」との
　　回答が多数を占めた。

▶　原材料等の価格高騰に対する対応策として、「販売価格への転嫁」「仕入先・調達先の
　　変更・多様化」「諸経費の削減」との回答が多い。

産業総計 製造業 非製造業 建設業

販売価格への転嫁 55% 78% 42% 42%

仕入れ先・調達先の変更・多様化 41% 60% 28% 50%

原材料・燃料の変更・見直し 15% 28% 6% 25%

諸経費の削減 32% 46% 25% 8%

省エネ対策 14% 25% 9% 0%

製商品の仕様の見直し 9% 12% 3% 42%

投資計画の見直し・縮小 5% 5% 5% 0%

賃上げ・採用計画の見直し 4% 3% 5% 0%

価格高騰に備えた運転資金の確保 5% 3% 5% 8%

DXやAI活用による生産性向上 19% 25% 16% 17%

その他 2% 0% 4% 0%

産業総計 製造業 非製造業 建設業

1か月程度 1% 0% 1% 0%

3か月程度 5% 7% 4% 10%

6か月程度 31% 31% 31% 40%

1年程度 33% 35% 32% 30%

1年半程度 3% 4% 1% 10%

2年以上 4% 2% 6% 0%

供給の安定は見込めない 7% 11% 6% 0%

特に供給不安はない 16% 11% 20% 10%
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高市政権の危機管理投資・成長投資について

(１)17の戦略分野のうち、事業に関連して関心のある分野(複数回答)

(２)今後、貴社においては国内投資の拡大を検討するか。

▶　17の戦略分野のうち、特に「AI・半導体」「デジタル・サイバーセキュリティ」
　　「資源・エネルギー安全保障・GX」への関心が多く寄せられていることがうかがえる。

▶　国内投資の検討状況として、「国内投資の拡大を検討している」「国内投資は
　　既存設備の更新・補修等が中心で、国内投資の拡大は検討していない」との回答が
　　同水準で上位となった。

ﾌｫｰｶｽ⑦

産業総計 製造業 非製造業 建設業

AI・半導体 54% 57% 55% 33%

デジタル・サイバーセキュリティ 43% 40% 48% 17%

情報通信 25% 22% 28% 17%

量子 4% 5% 5% 0%

防衛産業 15% 17% 13% 25%

航空・宇宙 18% 18% 19% 8%

海洋 5% 6% 5% 0%

造船 9% 14% 6% 0%

マテリアル 11% 15% 10% 0%

合成生物学・バイオ 6% 6% 6% 8%

創薬・先端医療 7% 6% 9% 0%

資源・エネルギー安全保障・GX 36% 43% 31% 42%

フュージョンエネルギー 6% 3% 8% 0%

フードテック 6% 5% 8% 0%

防災・国土強靭化 20% 9% 20% 83%

港湾ロジスティクス 11% 8% 12% 17%

コンテンツ 10% 2% 15% 0%

産業総計 製造業 非製造業 建設業

国内投資の拡大を検討している（実施中含む） 38% 39% 39% 18%

国内投資は既存設備の更新・補修等が中心で、国内投資の拡大は検討していない 38% 46% 30% 64%

海外投資が中心のため、国内投資は検討していない 2% 2% 2% 0%

国内投資はない 6% 0% 10% 0%

その他 1% 3% 0% 0%

未定 15% 10% 19% 18%
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(３)今後、国内投資の拡大を検討するうえで、どのような課題があるか。(複数回答)

(４)中部圏におけるデータセンターの必要性(複数回答)

▶　中部圏におけるデータセンターの必要性について、「本社・拠点に近い」「インフラ活用が可能」
　　「製造業などの現場データを蓄積・処理するため」などの理由で、
　　「中部圏にデータセンターが必要」との回答が多数を占めた。
▶　また、「自然災害リスクがあり、中部圏でのデータセンター立地に際しては
　　地盤等の精査が必要」との回答も多く集まった。

▶　国内投資の拡大を検討するうえでの課題として、産業総計で、「資材費の高騰」「人手不足」
　　「建設工事費の高騰・工期延伸」「人口減少に伴う国内市場の縮小懸念」が上位を占めた。

産業総計 製造業 非製造業 建設業

人口減少に伴う国内市場の縮小懸念 40% 40% 38% 50%

人手不足 52% 58% 46% 75%

資材費の高騰 53% 71% 42% 67%

建設工事費の高騰・工期延伸 48% 48% 45% 75%

リスクマネーの供給 2% 0% 4% 0%

研究開発力の強化 9% 14% 6% 0%

産学連携の拡充 4% 3% 4% 8%

スタートアップの育成 3% 0% 5% 0%

サプライチェーンの強靭化 10% 17% 5% 8%

規制緩和 5% 3% 6% 0%

イノベーションの活性化 10% 11% 10% 8%

為替の安定 14% 22% 11% 8%

東京一極集中による地方との格差 8% 3% 11% 8%

海外から日本への投資拡大 2% 0% 2% 17%

サイバーセキュリティ対策 14% 11% 17% 8%

公的支援の不足(補助金・税制等) 7% 11% 6% 0%

その他 1% 2% 0% 0%

産業総計 製造業 非製造業 建設業

首都圏や大阪圏では立地に適した場所が不足しており、
中部圏にデータセンターが必要

19% 17% 19% 33%

地元の本社・拠点に近い中部圏にデータセンターが必要 25% 18% 27% 33%

電力や工業用水、交通などのインフラ活用が可能な中部圏に
データセンターが必要

23% 15% 27% 25%

フィジカルAIに不可欠な製造業などの現場データを
蓄積・処理するため、中部圏にデータセンターが必要

26% 28% 25% 25%

国内事業者が運営し、手頃な料金で利用できるデータセンターが
中部圏に必要

18% 20% 17% 17%

南海トラフ地震など自然災害リスクがあり、中部圏での
データセンター立地に際しては地盤等の精査が必要

27% 28% 26% 25%

中部圏でのデータセンター立地に向けては、高速通信や
グリーン電力などインフラの整備が課題

18% 14% 22% 8%

首都圏や大阪圏などに立地するデータセンターを利用しており、中
部圏にデータセンターが必要とは思わない

3% 0% 4% 8%

ITや金融サービス業など需要が多くないため、中部圏に
データセンターが必要とは思わない

1% 0% 2% 0%

東京圏や大阪圏に近く、バックアップ拠点になりにくいため、
中部圏にデータセンターが必要とは思わない

6% 6% 6% 0%

データセンターは大量の水や電力を消費し、周辺環境への影響も
懸念されるため、中部圏にデータセンターが必要とは思わない

2% 0% 3% 0%

その他 6% 5% 6% 8%
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＜参考①＞　企業等の主な声
【業種別の声】
＜一般機械＞
・航空・宇宙、防衛、データセンタ・エネルギー、半導体製造装置など、幅広い産業からの需要が拡大基
調で推移すると見込まれる。
・中東情勢の悪化が長引くと、原油・ナフサ由来の資材の入手困難、価格高騰が懸念される。
・日中関係が悪化すると、レアアースの入手が困難となり、磁石（モータで使用）の生産に支障が出る可
能性がある。

＜電子部品＞
・足元の業績は堅調に推移している。特に、AIやデータセンター関連投資が世界的に活況であり、それ
に伴う半導体関連の需要が極めて好調に推移している。
・半導体関連については、実需に基づいていると理解しており、当面この状況は続くという見通しを持っ
ている。
・国内経済においては、全体として緩やかな回復基調にはあったものの、金利・為替相場の変動に加え
て、中東情勢に伴う物価上昇の加速やサプライチェーンの混乱など、企業を取り巻く経営環境は不安定
かつ不透明な状況が継続した。

＜輸送機械＞
・前回は中東情勢の影響もあったが、原油価格も一時期よりは少し一服しており、代替調達なども進んで
きている。そのあたりも含めて、業況は以前ほど悪くなく、多少良くなっていると感じる。
・熊本地震に関係して直近では少し影響を受けている。それがなければ良い状況だと考える。
・中東情勢の影響により、潤滑油の供給が一時懸念されたが、代替品の調達が可能であったため特段
の影響は受けていない。現在は、特定の物資の供給が滞っているとは感じていない。
・中東情勢などの外部環境悪化に加え、世界経済・自動車市場の減速、中国市場での日系車両メー
カー苦戦が懸念材料。

＜鉄鋼＞
・半導体製造装置関連需要の回復が特に鮮明であり足元でも関連需要が高位で継続。
・原油・天然ガス価格上昇を背景とした物流費・エネルギーコスト・スクラップ上昇等が収益を圧迫。

＜食品＞
・中東情勢の悪化により、包装紙、ゴム手袋をはじめとする原材料、経費が上昇し、利益が出にくくなっ
ている為、経費の圧縮策を進めている。

＜サービス業＞
・インバウンド需要は全国的に見れば好調な状態ではあるが、中部は他地域と異なる。中部エリアは、中
国人客が旅行を控えている影響は大きいと見ている。
・中東情勢や原油高の中でサーチャージも随分値上がりしており、日本人の海外旅行について、勢いが
以前ほどでもない。

＜不動産＞
・業況は概ね堅調に推移している。
・不動産業界としては中東情勢の緊迫化による原油価格の高騰により、建設資材価格の上昇や原油由
来のナフサ不足に伴いユニットバスの新規受注が一部停止するなど住宅設備供給にも影響が及んでお
り、今後のさらなる影響拡大を懸念している。

＜運輸＞
・中国との関係性変化に伴うインバウンド需要の増減や中東情勢の変化に伴う燃料費等の増減は方向
感を左右する材料である。

＜建設＞
・施工会社の人員不足や資材価格高騰に伴い、設備投資の延期や先送りが発生している。
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【地域別の声】
＜岐阜県＞
・原材料費、人件費等のコスト上昇が続く中、価格転嫁が十分に進んでおらず、ここにきて中東問題から
くる加工代等の上昇で、収益環境は非常に厳しい状況。（窯業）
・世界的経済変動によって全てが不安定。見通しもつかない。（刃物）

＜静岡県＞
・お盆期間の予約状況は、前年同時期の進捗に比べやや遅れている模様。物価高を背景に高価格設
定となるお盆期間が敬遠されていることに加え、酷暑による海水浴等の屋外レジャー需要への影響、混
雑するシーズンを避ける志向等が指摘されている。（宿泊・観光）
・家庭紙関連では、中東情勢緊迫化前に値上げを行ったことや、安価な中国からの輸入品を引き合い
に出されることで、価格転嫁交渉が難航している先もある。（製紙業）

＜愛知県＞
・製造業は、自動車輸出の持ち直し、AI需要の拡大を背景とした半導体製造装置などの好調を主因に、
全体としての回復基調を維持している。

＜三重県＞
・伊勢市では、2033年の第63回神宮式年遷宮に向けて、御用材を古式のままに両宮域内へ曳き入れ
る、遷宮諸祭・行事の中で最も賑やかな行事とされる御木曳行事（第一次）が始まった。５月９日～６月13
日はお木曳車で宮川から外宮へ用材を陸路で運ぶ「陸曳」が、７月25日～８月２日は用材を木そりに載
せて五十鈴川を曳く川曳が執り行われた。この効果もあり、観光・宿泊業は好調さが目立った。
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＜参考②＞　時系列データ

Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ
（７-９月） （10-12月） （1-3月） （4-6月） （7-9月）

中部圏の景況感
景況判断(D.I.) 産業総計 9.3 14.5 20.9 11.7 18.1

製造業 1.7 4.6 13.4 1.7 17.7
非製造業 11.4 18.9 24.0 17.4 18.5
建設業 30.0 25.0 33.3 7.1 16.7

業績判断(D.I.) 産業総計 24.8 21.7 30.8 27.0 28.3
製造業 18.6 15.7 22.8 15.8 30.6
非製造業 29.5 25.7 33.6 34.2 26.4
建設業 9.1 16.7 50.0 14.3 33.3
産業総計 0.0 0.6 0.0 0.6 1.1
製造業 -5.3 -3.1 -3.1 0.0 6.6

非製造業 3.2 2.0 2.1 1.9 -2.0
建設業 0.0 8.3 0.0 -7.1 0.0

機械設備水準判断(D.I.) -10.5 -12.7 -4.6 1.8 6.5
雇用判断(D.I.) 産業総計 47.7 44.7 48.6 44.0 44.4

製造業 28.8 27.8 28.1 32.5 31.1
非製造業 53.8 51.8 61.2 50.4 52.3
建設業 90.9 69.2 58.3 42.9 41.7

仕入価格判断（D.I.） 産業総計 71.9 72.3 77.5 87.7 87.1
販売価格判断（D.I.） 産業総計 43.7 41.8 50.6 52.6 53.0

景気の現状とＧＤＰ見通し（ﾌｫｰｶｽ①）
景気の現状 拡大 0% 0% 1% 0% 0%

緩やかに拡大 15% 31% 33% 32% 35%
概ね横ばい 60% 56% 54% 51% 51%
緩やかに後退 22% 13% 11% 13% 11%
後退 3% 1% 1% 4% 3%
大きく後退 1% 0% 0% 0% 0%

ＧＤＰ見通し -2%未満 2% 2% 4% 2% 2%
-2%～-1%未満 4% 1% 4% 2% 2%
-1%～0%未満 6% 4% 6% 9% 3%
0%～1%未満 55% 57% 42% 50% 54%
1%～2%未満 27% 33% 38% 31% 33%
2%～3%未満 6% 3% 4% 6% 5%
3%～4%未満 0% 1% 2% 1% 2%
4%以上 0% 0% 0% 0% 0%

為替レート（ﾌｫｰｶｽ②）
業績予想の前提（対ドル・円レート）

120円未満 0% 0% 0% 0% 0%
120～125円未満 0% 0% 0% 0% 0%

125～130円未満 1% 0% 1% 0% 1%
130～135円未満 0% 1% 1% 0% 1%
135～140円未満 9% 2% 3% 2% 6%
140～145円未満 41% 21% 9% 3% 24%
145～150円未満 43% 57% 25% 18% 40%
150～155円未満 5% 19% 42% 38% 26%
155～160円未満（2024年Ⅱ期まで155円以上） 0% 0% 20% 38% 2%
160円以上（2024年Ⅲ期より追加） 1% 1% 0% 1% 0%

想定ﾚｰﾄと妥当な水準（単純平均値　円/＄）
想定ﾚｰﾄ 144.6 147.1 150.5 153.0 156.7
妥当な水準 137.0 138.0 140.7 140.1 143.5

輸出の増減（ﾌｫｰｶｽ③）
輸出の増減 増加 2% 13% 17% 18% 28%

横ばい 68% 67% 73% 66% 63%
減少 30% 20% 11% 16% 9%

米国 増加 9% 16% 21% 23% 36%
横ばい 55% 57% 58% 63% 55%
減少 36% 28% 21% 15% 9%

ＥＵ 増加 8% 10% 16% 16% 18%
横ばい 71% 63% 66% 68% 71%
減少 21% 27% 18% 16% 11%

アジア(除く中国) 増加 7% 21% 19% 14% 24%
横ばい 72% 66% 71% 66% 66%
減少 22% 13% 10% 21% 10%

中国 増加 9% 9% 16% 6% 19%
横ばい 53% 47% 45% 57% 49%
減少 39% 44% 38% 37% 32%

原油価格について（ﾌｫｰｶｽ④）
業績予想の前提（通関（CIF）） 単純平均値（＄） 80.5 78.8 76.5 86.6 98.7

設備投資計画判断(D.I.)

2026年2025年
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日銀短観（東海３県、静岡、長野）と中経連景況調査における

景況判断D.I.の長期推移

（資料）本会アンケート調査
　 　　　日本銀行 名古屋支店「東海３県の短観結果　時系列データ　判断項目データ」（2026年7月1日）

　 　　　日本銀行 静岡支店「短観長期時系列データ　業況判断D.I.」（2026年7月1日）

　 　　　日本銀行 松本支店「短観　長期時系列データ　判断項目」（2026年7月1日）

（注１）本会アンケート調査と日本銀行各支店「短期経済観測調査（短観）」は調査対象企業が異なる。

（注２）日本銀行短観調査は、定期的な調査対象企業の見直し等によりデータの不連続が生じる。

　　　　調査対象企業の見直しを行なった際は、新旧両ベースの計数が存在するが、時系列データにおいては、

　　　　原則として旧ベースの計数。

図表　日銀短観（東海３県、静岡、長野）と中経連景況調査における景況判断D.I.の長期推移（全規模・全産業）

＜参考③＞
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